
令和４年第１２回南島原市教育委員会定例会 

 

日時 令和４年１２月２６日（月） 午後２時 

場所 南有馬庁舎 ３階大会議室  

 

議事日程 

 

第１ 開会 

 

第２ 前回会議録の承認 

 

第３ 会議録署名人の指名 

 

第４ 教育長・各課室報告 

 

第５ 議案審議 

   議案第２２号 南島原市立小・中学校管理規則の一部を改正する規則に 

          ついて 

   議案第２３号 教育財産の用途廃止について 

   報告第１１号 学校医の変更について 

 

第６ その他 

   （１）準要保護児童生徒就学援助の認定について 

   （２）次回教育委員会定例会の開催について 

   （３）その他 

 

第７ 閉会 



○令和４年１１月の諸会議並びに諸行事

日( 火 ) 令和４年教育委員会第１１回定例会（南有馬庁舎）

日( 木 ) 部局長会議、まち・ひと・しごと創生本部会議（西有家庁舎）

日( 土 ) 第49回長崎県ソフトボール大会　始球式（布津グラウンド）

○令和４年１２月の諸会議並びに諸行事

日( 木 )

日( 土 ) 第37回少年の主張弁論大会　口加ライオンズクラブ（加津佐町）代理出席

日( 木 ) 親和経済クラブ来庁（南有馬庁舎）

日( 金 ) 西有家中学校バレー部女子（個人）全国大会出場報告（西有家庁舎）

日( 水 ) 南島原市文化財保護審議会（南有馬庁舎）

義務教育課義務教育班参事来庁（南有馬庁舎）

日( 木 )

日( 金 )

日( 日 )

日( 月 )

日( 水 )

日( 木 ) 発掘調査現場視察（有家及び深江）

13:00 県学校給食会来庁 （南有馬庁舎）

吉俣 良トークライブ （コレジヨ）

8 16:00

19 11:30 三田佳子さん原城跡来訪（南有馬町）

布津中学校ソフトテニス女子（個人）九州大会出場報告（西有家庁舎）

13:00

令和４年第４回市議会定例会　開会（有家庁舎)　～12/20

9 16:30

14

13:00

令和４年　第１２回南島原市教育委員会定例会　教育長報告

飯野小研究発表会

22 9:00

9:00

9:30

スポーツ推進委員勤続30年全国表彰　表彰状伝達式（南有馬庁舎）

部局長会議・政策会議（西有家庁舎）

17:00

16:45

22 9:20

21

14:00

24 15:30

26 9:00

3

1 10:00

16

15

18 14:00



○教育総務課

11月24日 南有馬中学校屋内消火栓配管改修工事　竣工検査

有家総合運動公園グラウンド夜間照明改修工事　着工前打合せ

11月25日 西有家図書館空調改修工事　竣工検査

11月30日 業者選定会議(口之津小学校駐車場舗装改修工事）

12月2日 有家総合運動公園グラウンド夜間照明改修工事　現場立会い(クレーン車搬入前)

12月6日 堂崎小学校屋内運動場屋根防水改修工事　着手前打合せ

12月12日 第４回市議会定例会文教厚生委員会付託案件審査

12月13日 有家総合運動公園グラウンド夜間照明改修工事　工程会議

南有馬小学校駐車場舗装改修工事　着工前打合せ

12月16日 西有家小学校手洗場増設工事　足場解体前検査

12月20日 有家総合運動公園グラウンド夜間照明改修工事　工程会議

12月21日 令和４年度定期監査現地調査

12月22日 市内県立高校との連携会議キックオフミーティング事前協議

12月23日 北有馬ふれあい交流広場災害復旧工事　竣工検査

○学校教育課

11月22日 市指定研究飯野小学校研究発表会

11月24日 教職員研修「With」授業改善研修Ⅲ（深江中）

学校運営協議会準備検討委員会（口之津地区）

11月29日 第２回学校給食献立委員会

教職員研修「With」授業改善研修Ⅳ（深江小）

第２回学校警察連絡協議会

12月2日 南島原市校長会第７回研修会

12月6日 南島原市教頭会第８回研修会

12月7日 南島原市議会傍聴（口之津中３年生）

12月12日 第２回学力向上推進会議

12月13日 島原翔南高校公開授業参観

12月23日 小・中学校第２学期終業式

○生涯学習課

11月12日 ながさき県民総スポーツ祭第73回長崎県民体育大会（～13日）（主会場：県央地区）

11月22日 南島原市スポーツ協会理事会（南有馬庁舎3階大会議室）

11月24日 第1回学校運営協議会準備検討委員会（口之津公民館）

11月26日 第49回長崎県少年ソフトボール大会（有家総合運動公園・布津グラウンド）～11/27

12月4日 第22回長崎県障害者芸術祭（ありえコレジヨホール）

12月5日 人権講演会（西有家中学校）12/6（深江中学校・口之津中学校）

12/7（加津佐中学校）12/8（北有馬中学校）12/9（有家中学校）

12月13日 第30回原城マラソン大会HP開設

12月18日 吉俣 良トークライブ （コレジヨ）

令和４年　第１２回南島原市教育委員会定例会　各課室報告



令和４年　第１２回南島原市教育委員会定例会　各課室報告

○文化財課

11月15日 町村遺跡発掘本調査（有家）：自転車歩行者専用道路

11月25日 北岡金比羅祀遺跡発掘本調査（南有馬）：自転車歩行者専用道路

11月28日 第２回特別名勝温泉岳保存活用計画策定員会（～29日）

11月30日 史跡原城跡 整備基本計画完了検査

12月1日 「定点」周辺立体模型寄贈：多摩美術大学

12月14日 第１回文化財保護審議会

○世界遺産推進室

11月22日 世界遺産センター整備事業に係る地方創生交付金内閣府相談会（長崎市）

11月24日 世界遺産センター整備事業設計関連協議（建築・造成、展示受託者、庁内各部署）

12月5日 西南学院大学博物館連携展示に係る展示替え（原城図書館）

12月9日 令和4年度第2回潜伏キリシタン関連遺産情報交流会（オンライン）

12月12日 南島原市×西南学院大学博物館連携特別展資料借用（西南学院大学博物館、～13日）

長崎県世界遺産推進県市町調整会議（オンライン）

12月15日 南島原市×西南学院大学博物館連携特別展（口之津歴史民俗資料館、～1月15日）

12月17日 　お城ＥＸＰＯ出席（横浜市、～19日）

12月19日 長崎県世界遺産学術委員会（五島市、～20日）
三田佳子さん原城跡来訪



議案第２２号 

 

 

南島原市立小・中学校管理規則の一部を改正する規則について 

 

提案理由 

 

  教職員の負担軽減を図るため、所要の改正を行うもの。 

 

令和４年１２月２６日提出 

 

南島原市教育委員会 

教育長 松本 弘明 



南島原市立小・中学校管理規則の一部を改正する規則 

南島原市立小・中学校管理規則（平成18年南島原市教育委員会規則第８号）の一部を次の

ように改正する。 

第３条第１項第１号中「同月５日」を「同月６日」に改める。 

附 則 

この規則は、令和５年４月１日から施行する。 
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○南島原市立小・中学校管理規則 

平成18年３月31日教育委員会規則第８号 

改正 

平成18年４月１日教育委員会規則第38号 

平成19年３月28日教育委員会規則第３号 

平成20年３月25日教育委員会規則第２号 

平成21年３月25日教育委員会規則第５号 

平成23年２月23日教育委員会規則第１号 

平成28年９月30日教育委員会規則第18号 

平成30年３月27日教育委員会規則第２号 

令和２年５月28日教育委員会規則第６号 

南島原市立小・中学校管理規則 

目次 

第１章 総則（第１条） 

第２章 学期・休業日（第２条―第４条） 

第３章 教育活動（第５条―第10条の２） 

第４章 教材の取扱い（第11条・第12条） 

第５章 校長・職員（第13条―第30条の２） 

第６章 施設設備の管理（第31条―第36条） 

第７章 雑則（第37条・第38条） 

附則 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この規則は、南島原市立の小学校及び中学校（以下「学校」という。）について地方

教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第162号）第33条に規定する学校の管

理運営の基本的事項を定め、もって円滑かつ適正な学校経営に資することを目的とする。 

第２章 学期・休業日 

（学期） 

第２条 学校教育法施行令（昭和28年政令第340号）第29条第１項の規定による学期は、次の

３学期とする。 

(１) 第１学期 ４月１日から８月31日まで 

(２) 第２学期 ９月１日から12月31日まで 

(３) 第３学期 １月１日から３月31日まで 

（休業日） 

第３条 学校の休業日は、学校教育法施行規則（昭和22年文部省令第11号。以下「施行規則」

という。）第61条第１号から第３号まで（第79条で準用する場合を含む。）の規定に掲げる

日のほか、次のとおりとする。 

(１) 学年始休業日 ４月１日から同月６日まで 

(２) 夏季休業日 ７月21日から８月31日まで 

(３) 冬季休業日 12月25日から翌年１月７日まで 

(４) 学年末休業日 ３月25日から同月31日まで 

(５) 前各号に定めるもののほか、校長が休業を必要と認め、南島原市教育委員会（以下
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「教育委員会」という。）の承認を受けた日 

２ 校長は、教育上必要があるときは、あらかじめ教育委員会に届け出て休業日に授業を行う

ことができる。 

（非常変災等による臨時休業の報告） 

第４条 校長は、施行規則第63条（第79条で準用する場合を含む。）の規定によって、臨時に

授業を行わないときは、次に掲げる事項を直ちに教育委員会に報告しなければならない。 

(１) 授業を行わない理由及びその期間 

(２) 非常変災その他急迫の事情の概要 

(３) その他校長が必要と認める事項 

第３章 教育活動 

（教育課程の編成） 

第５条 学校の教育課程は、施行規則第52条及び第74条の規定によるもののほか、教育委員会

の定める基準により校長が編成する。 

２ 前項の教育課程は、少なくとも学年別の各教科、特別の教科である道徳、外国語活動、総

合的な学習の時間及び特別活動の時間配当並びに指導計画の要項を示すものでなければなら

ない。 

（教育課程の届出） 

第６条 校長は、前条の規定により教育課程を編成したときは、あらかじめ教育委員会に届け

出なければならない。 

２ 前項の教育課程を変更する場合も、同様とする。 

３ 校長は、当該学年終了後翌年度４月中にその実施概況を教育委員会に報告しなければなら

ない。 

（校外行事） 

第７条 修学旅行、野外旅行、水泳及び体育、その他の対外的諸活動等の校外行事は、教育委

員会の定める基準によらなければならない。 

２ 校長は、前項に定める行事の実施に当たっては、あらかじめ教育委員会に届け出なければ

ならない。 

３ 校長は、第１項の行事のうち、泊を要する行事を実施したときは、終了後速やかにその状

況を教育委員会に報告しなければならない。 

（学校以外の施設の使用） 

第８条 学校が当該学校以外の施設を使用する場合は、校長は次に掲げる事項をあらかじめ教

育委員会に届け出なければならない。 

(１) 使用目的 

(２) 施設の名称及び所在地 

(３) 使用期間 

(４) 所有者又は管理者の使用許可の有無 

（出席停止） 

第９条 校長は、次に掲げる行為の一又は二以上を繰り返し行う等性行不良であって、他の児

童生徒の教育に妨げがあると認める児童生徒があるときは、速やかにその旨を教育委員会に

報告又は出席停止についての意見の具申をしなければならない。 

(１) 他の児童生徒に傷害、心身の苦痛又は財産上の損失を与える行為 

(２) 職員に傷害又は心身の苦痛を与える行為 
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(３) 施設又は設備を損壊する行為 

(４) 授業その他の教育活動の実施を妨げる行為 

２ 教育委員会は、前項に定める報告又は意見の具申を受け、学校教育法（昭和22年法律第26

号）第35条第１項及び第49条の規定による出席停止を命ずる場合は、次に掲げる手続を行わ

なければならない。 

(１) あらかじめ保護者の意見を聴取すること。 

(２) 当該児童生徒の保護者に、理由及び期間を記載した文書を交付すること。 

(３) その他教育長が必要と認めた手続 

（児童、生徒の事故等の報告） 

第10条 児童、生徒の重大な事故又は集団的疾病が発生し、又は発生するおそれがあるときは、

校長は、速やかにその実情を教育委員会に連絡し、改めて文書をもって詳細を報告しなけれ

ばならない。 

（学校評価） 

第10条の２ 校長は、当該学校の教育活動その他の学校運営の状況について、自ら評価を行い、

その結果を公表するものとする。 

２ 校長は、前項の規定による評価の結果を踏まえた当該学校の児童生徒の保護者その他の当

該学校の関係者（当該学校の職員を除く。）による評価を行い、その結果を公表するよう努

めるものとする。 

３ 校長は、第１項の規定による評価の結果及び前項の規定により評価を行った場合はその結

果を、教育長に報告するものとする。 

４ 学校評価について必要な事項は、教育長が別に定める。 

第４章 教材の取扱い 

（教材の使用） 

第11条 学校は、教育上有益かつ適切と認めた教材については、進んでこれを使用し、教育内

容の充実を図るものとする。 

２ 学校は、教材の選定に当たっては、保護者の経済負担について特に考慮しなければならな

い。 

（教材の届出） 

第12条 校長は、前条に規定する教材を使用しようとするときは、あらかじめ教育委員会に届

け出なければならない。 

２ 前項の届出書には、次に掲げる事項を記載し、使用しようとする日の１月前までに教材を

添えて提出しなければならない。 

(１) 使用目的 

(２) 名称及び編著者名 

(３) 使用対象 

(４) 使用期間 

(５) 単価 

(６) 経費の負担者 

第５章 校長・職員 

（校務の分掌） 

第13条 この規則で定めるものを除くほか、校長は、校務分掌を定め教育委員会に報告しなけ

ればならない。 
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（学級編制、学級担任、教科担任） 

第14条 校長は、教育委員会の定める学年ごとの学級数によって学級を編制しなければならな

い。 

２ 校長は、学級を担任する職員及び教科を担任する職員を定め、教育委員会に報告しなけれ

ばならない。 

（校長、教頭、教諭その他の職員） 

第15条 学校には、校長、教頭及び教諭を置く。ただし、特別の事情のあるときは、教頭を置

かないことができる。 

２ 学校には、前項のほか必要に応じて副校長、主幹教諭、指導教諭、養護教諭、栄養教諭、

事務職員、助教諭、養護助教諭、学校栄養職員、用務員その他の職員を置く。 

３ 事務職員の職として、事務主幹、事務主任及び事務主査を置くことができる。 

４ 学校栄養職員の職として、主任学校栄養職員及び副主任学校栄養職員を置くことができる。 

（副校長） 

第15条の２ 副校長は、校長を助け、校長の命を受けて校務の一部を処理する。 

（主幹教諭） 

第15条の３ 主幹教諭は、校長、副校長及び教頭を助け、命を受けて校務の一部を整理し、児

童生徒の教育をつかさどる。 

（指導教諭） 

第15条の４ 指導教諭は、児童生徒の教育をつかさどり、並びに教諭その他の職員に対して、

教育指導の改善及び充実のために必要な指導及び助言を行う。 

（事務の共同実施等） 

第16条 教育委員会は、学校における事務及び業務の効率化並びに学校運営に関する支援を行

うため、学校支援共同実施室（以下「学校支援室」という。）を置く。 

２ 学校支援室には、第15条第２項に規定する事務職員及びその他の職員を配置する。 

３ 学校支援室に配置された者は、当該学校支援室が行う業務について、構成する学校すべて

を兼務する。 

４ 学校支援室に、事務を総括及び調整する職員として学校支援共同実施室長（以下「室長」

という。）を置き、室長を補佐する職員として副室長を置く。 

５ 室長は、第15条第３項に規定する職のうち事務主幹である者のうちから、各年度ごとに教

育委員会が命ずる。ただし、当該学校支援室に、事務主幹が配置されていない場合は事務主

任である者のうちから、事務主幹及び事務主任が配置されていない場合は事務主査である者

のうちから命ずる。 

６ 副室長は、前項の規定により室長に命ぜられた者を除く当該学校支援室に配置された事務

職員のうちから、各年度ごとに教育委員会が命ずる。 

７ 学校支援室の組織及び運営に関し必要な事項は、別に定める。 

（教務主任、保健主事） 

第17条 学校には、教務主任及び保健主事を置く。ただし、特別の事情のあるときは、これら

を置かないことができる。 

２ 教務主任は、校長の監督を受け、教育計画の立案その他の教務に関する事項について連絡

調整及び指導、助言に当たる。 

３ 保健主事は、校長の監督を受け、学校における保健に関する事項をつかさどり、当該事項

について連絡調整及び指導、助言に当たる。 
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４ 教務主任は、当該学校の指導教諭又は教諭のうちから、校長の意見を聴いて、教育委員会

が命ずる。 

５ 保健主事は、当該学校の指導教諭、教諭又は養護教諭のうちから、校長の意見を聴いて、

教育委員会が命ずる。 

（学年主任） 

第18条 学校には、２以上の学級からなる学年ごとに学年主任を置く。 

２ 学年主任は、校長の監督を受け、当該学年の教育活動に関する事項について連絡調整及び

指導、助言に当たる。 

３ 学年主任の発令については、前条第４項の規定を準用する。 

（生活指導主任） 

第19条 小学校には、生活指導主任を置く。ただし、特別の事情のあるときは、これを置かな

いことができる。 

２ 生活指導主任は、校長の監督を受け、児童の生活指導に関する事項をつかさどり、当該事

項について連絡調整及び指導、助言に当たる。 

３ 生活指導主任の発令については、第17条第４項の規定を準用する。 

（生徒指導主事、進路指導主事） 

第20条 中学校には、生徒指導主事及び進路指導主事を置く。ただし、特別の事情のあるとき

は、これらを置かないことができる。 

２ 生徒指導主事は、校長の監督を受け、生徒指導に関する事項をつかさどり、当該事項につ

いて連絡調整及び指導、助言に当たる。 

３ 進路指導主事は、校長の監督を受け、生徒の職業選択の指導その他の進路の指導に関する

事項をつかさどり、当該事項について連絡調整及び指導、助言に当たる。 

４ 生徒指導主事及び進路指導主事の発令については、第17条第４項の規定を準用する。 

（研究主任） 

第21条 学校には、研究主任を置くことができる。 

２ 研究主任は、校長の監督を受け、教育研究に関する事項について連絡調整及び指導、助言

に当たる。 

３ 研究主任の発令については、第17条第４項の規定を準用する。 

（司書教諭） 

第22条 学校に、司書教諭を置く。ただし、特別な理由があるときは、これを置かないことが

できる。 

２ 司書教諭は、校長の監督を受け、学校図書館の専門的職務をつかさどり、当該事項につい

て連絡調整及び指導、助言に当たる。 

３ 司書教諭の発令については、第17条第４項の規定を準用する。 

（分校主任） 

第23条 分校には、特別の事情のあるときは、教頭に代えて分校主任を置くことができる。 

２ 分校主任は、校長の監督を受け、分校の校務を整理する。 

３ 分校主任の発令については、第17条第４項の規定を準用する。 

（その他の主任等） 

第24条 学校においては、第17条から前条までに規定する主任等のほか、必要に応じ校務を分

担する主任等を置くことができる。 

２ 前項の主任等は、校長が命じ、教育委員会に報告しなければならない。 
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（主任等の任期） 

第25条 第17条から前条までに定める主任等の任期は、４月１日から翌年の３月31日までとし、

再任を妨げない。 

２ 学年途中に主任等を命ぜられた者の任期は、前任者の残任期間とする。 

（校長及び職員の休暇） 

第26条 校長の休暇は、教育委員会の承認を得なければならない。 

２ 職員の休暇は、校長が承認する。ただし、別に定めのあるもの又は多数の職員に一斉に休

暇を与える場合は、教育委員会の承認を受けなければならない。 

３ 職員の休暇が７日以上にわたるときは、校長は、教育委員会に届け出るものとする。 

（校長及び職員の出張） 

第27条 校長の出張は、教育委員会が命ずる。 

２ 職員の出張は、校長が命ずる。ただし、県外及び県内７日以上にわたるときは、あらかじ

め教育委員会に連絡するものとする。 

（校長及び職員の事故の報告） 

第28条 校長又は職員に重大な事故があったときは、校長は、速やかに教育委員会に報告しな

ければならない。 

（職員会議） 

第29条 校長は、その職務の円滑な執行に資するため、職員会議を置く。 

２ 職員会議は、校長が主宰する。 

３ 職員会議は、次に掲げる事項のうち、校長が必要と認めるものを取り扱う。 

(１) 校長が学校の管理運営に関する方針等を周知すること。 

(２) 校長が校務に関する決定を行うに当たって所属職員の意見を聴くこと。 

(３) 校長が所属職員相互の連絡を図ること。 

４ 前項に掲げるもののほか、職員会議の組織及び運営について必要な事項は、校長が定める。 

（学校評議員） 

第30条 校長は、学校運営上必要と認めるときは、学校評議員を置くことができる。 

２ 学校評議員は、当該学校の職員以外の者で教育に関する理解と識見を有するもののうちか

ら３人以内を校長の推薦により教育委員会が委嘱する。 

３ 学校評議員は、校長の求めに応じて、学校の教育活動及び学校と地域社会との連携等、校

長の行う学校運営に関して意見を述べ、助言を行うものとする。 

４ 任期は、４月１日から翌年３月31日までの１年間とする。ただし、再任を妨げない。 

５ 学校評議員には、報酬は支給しないものとする。 

（学校運営協議会） 

第30条の２ 教育委員会は、学校運営上必要と認めるときは、学校に学校運営協議会を置くこ

とができる。 

２ 学校運営協議会の委員は、校長の推薦により教育委員会が委嘱する。 

３ 学校運営協議会に関し必要な事項は、教育委員会が別に定める。 

第６章 施設設備の管理 

（管理の責任者） 

第31条 校長は、学校の施設及び設備（備品を含む。以下同じ。）を総括管理し、その整備に

努めなければならない。 

２ 職員は、校長の定めるところにより、学校の施設及び設備の管理を分任する。 
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（管理に必要な台帳） 

第32条 校長は、管理に必要な台帳を整備し、その現有状況を記載し、毎年度末に教育委員会

に報告しなければならない。 

（災害報告） 

第33条 校長は、災害又は事故によって学校の施設及び設備が損害を受けたときは、速やかに

教育委員会に報告し、指示を受けなければならない。 

（施設の利用） 

第34条 校長は、教育上支障がないと認めるときは、教育委員会と協議の上、学校の施設及び

設備を社会教育その他公共のために利用させることができる。 

（警備及び防災の計画） 

第35条 校長は、毎年度始め、学校の警備及び防災の計画を定め教育委員会に報告しなければ

ならない。 

２ 前項の計画には、特に児童、生徒の安全を確保するための措置が講じられなければならな

い。 

（宿直、日直） 

第36条 校長は、必要があると認めるときは、教育委員会の承認を得て、所属職員に宿直勤務

又は日直勤務を命ずることができる。 

第７章 雑則 

（校内諸規則の報告） 

第37条 校長がこの規則の実施について当該学校の運営、管理に関し規則又は規程を定めた場

合は、教育委員会に報告するものとする。 

（意見の具申） 

第38条 地方教育行政の組織及び運営に関する法律第39条の規定による校長からの意見の申出

に関する人事事務については、教育長あてとする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成18年３月31日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の日の前日までに、合併前の深江町立小・中学校管理規則（昭和32年深江

町教育委員会規則第１号）、布津町立小・中学校管理規則（昭和31年布津町教育委員会規則

第６号）、有家町立小中学校管理規則（昭和32年有家町教育委員会規則第１号）、西有家町

立小・中学校管理規則（昭和32年西有家町教育委員会規則第１号）、北有馬町立小、中学校

管理規則（昭和38年北有馬町教育委員会規則第１号）、南有馬町立小、中学校管理規則（昭

和38年南有馬町教育委員会規則第10号）、口之津町立小、中学校管理規則（昭和32年口之津

町教育委員会規則第１号）又は加津佐町立小・中学校管理規則（昭和32年加津佐町教育委員

会規則第６号）の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、それぞれこの規則の相当

規定によりなされたものとみなす。 

（令和２年度における夏季休業日の特例） 

３ 令和２年度における夏季休業日は、第３条第１項第２号の規定にかかわらず、７月23日か

ら８月23日までとする。 

附 則（平成18年４月１日教委規則第38号） 

この規則は、平成18年４月１日から施行する。 
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附 則（平成19年３月28日教育委員会規則第３号） 

この規則は、平成19年４月１日から施行する。 

附 則（平成20年３月25日教育委員会規則第２号） 

この規則は、平成20年４月１日から施行する。 

附 則（平成21年３月25日教育委員会規則第５号） 

この規則は、平成21年４月１日から施行する。 

附 則（平成23年２月23日教育委員会規則第１号） 

この規則は、平成23年４月１日から施行する。 

附 則（平成28年９月30日教育委員会規則第18号） 

この規則は、平成29年４月１日から施行する。 

附 則（平成30年３月27日教育委員会規則第２号） 

この規則は、平成30年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年５月28日教育委員会規則第６号） 

この規則は、令和２年７月１日から施行する。 
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議案第２３号 

 

   教育財産の用途廃止について 

 

提案理由 

 次の土地の教育財産としての用途を廃止し、市長部局へ所管換えしたいので、教育委

員会の意見を求める。 

 

令和４年１２月２６日提出 

 

  南島原市教育委員会 

教育長 松本 弘明 

  

１、用途廃止する財産 

南島原市深江町戊３９８７番地４９ 

 土地 １，７６６㎡（ 雑種地 ） 

 

２、用途廃止する期日 

   令和５年１月３１日  



用
途
廃
止
す
る
財
産

地
番
：
南
島
原
市
深
江
町
戊
３
９
８
７
番
地
４
９

土
地

１
，
７
６
６
㎡
（
雑
種
地

）
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報告第１１号 

 

 

学校医の変更について 

 

提案理由 

 

学校保健安全法第２３条に基づき学校医を変更したため、南島原市教育委員

会の権限事務の一部を教育長に委任し又は臨時に代理させる規則第５条の規定

により報告する。 

 

令和４年１２月２６日提出 

 

南島原市教育委員会 

教育長 松本 弘明 



町名 学校名 学校医 院名 摘要

深 江 小 学 校 城 野 健 児 しろの医院

小 林 小 学 校 布 井 清 児 布井内科医院

大野木場小学校 泉 川 欣 一 泉川病院

深 江 中 学 校 泉 川 卓 也 泉川病院

布 津 小 学 校 明 島 淳 民 明島整形外科医院

飯 野 小 学 校 奥 村 幸 司 南島原クリニック

布 津 中 学 校 明 島 淳 民 明島整形外科医院

有 家 小 学 校 池 田 重 成 池田循環器科内科

堂 崎 小 学 校 常 岡 伯 紹 つねおかクリニック

有 家 中 学 校 坂 上 和 平 坂上整形外科医院

森 田 十 和 子 永田内科泌尿器科医院

磯 野 潔 いその産婦人科医院

伊 﨑 祐 介 伊﨑医院

石 川 和 仁 石川内科医院

伊 﨑 祐 介 伊﨑医院

有 馬 小 学 校 佐 藤 哲 也 北有馬クリニック

北有馬中学校 佐 藤 克 昭 さとう内科医院

南有馬小学校 太 田 大 作 菜の花クリニック

南有馬中学校 中 村 研 二 中村医院

口之津小学校 哲 翁 和 博 哲翁病院

口之津中学校 植 木 英 祐 植木内科医院

加津佐小学校 寺 澤 佳 洋 口之津病院 R4.12.1より

野 田 小 学 校 池 永 健 口之津病院

加津佐中学校 池 永 健 口之津病院

口之津町

加津佐町

北有馬町

南有馬町

令和4年度 南島原市小学校・中学校学校医名簿

深 江 町

布 津 町

西有家町

西有家小学校

西有家中学校

有 家 町
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